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抄 録

本研究では，幼児教育施設における相互コンサルテーションなどを含む研修プログラムが及
ぼす影響をSDQ得点の変容，及び保育者へのインタビューにより検討した。対象者は認定子
ども園に通う幼児199名と担当保育者15名であり，実験群として幼児63名及びその担当保育者
7名，対照群として幼児136名，担当保育者8名とした。研究では，全ての対象児に1回目の
SDQを実施し，その後，実験群の幼児の保育者にのみ相互コンサルテーションを含む研修プ
ログラムを実施した。結果，実験群の幼児におけるSDQに困難得点が減少していた。保育者
のインタビューにおいても同様の傾向が認められ，研修プログラムの実施により幼児の困難さ
の低減に加え，保護者と幼児について相談・連携するきっかけになっていることが示唆され
た。
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Ⅰ．問題と目的

今日，認定こども園制度の開始など，幼児を取り巻く
保育・教育環境は大きな転換期を迎えている。平成17年
4月に施行された「発達障害者支援法」，平成23年度の
「改正障害者基本法」では，児童に対する早期支援の必
要性について明記された。そのため近年，乳幼児の保
育・教育を担う保育所・幼稚園・認定こども園では，発
達障害のある児童や保護者に対して，一層の支援体制の
整備が求められている。厚生労働省や文部科学省では，
保育所や幼稚園等と小学校における連携事例集を出すな
ど，早期支援の知見を深めているが（文部科学省・厚生
労働省，2009）10），子どもの効果的な支援に関しては，
個別の臨床事例の積み重ねに加え，発達障害リスクが疑
われる子どもの情報共有や早期支援の効果について検討
することが必要である。笹森ら（2010）14）の調査では，
要配慮児が在籍している幼稚園・保育所は共に約80％と
報告されており，そのニーズが高い一方，幼児教育施設
における支援については個々の保育士や保育教諭の経験
や技量に委ねられる傾向が指摘されている。更に，支援
ニーズが高い子どもへの理解や支援方法の共有化におい

ても課題があるとの報告もある（石塚，2016）4）。このよ
うな児童を取り巻く問題に対し，複数の専門家や保護者
からなる援助チームを組織し，異なる専門性や役割に基
づく相互コンサルテーションの有効性が認められている
（石隈，1999）5）。相互コンサルテーションとは，援助関
係が一方向ではなく，両方向性であることであり，平岡
（2005）3）では小学校において，その効果が報告されてい
るが，保育教諭を対象とした実践はほとんどない。一方
で，幼児教育施設では，保護者に幼児の実態に対する受
容を促し，相談機関等と連携しながら支援を行う機会も
多く，相互コンサルテーションを行うことの意義が大き
いといえる。
また，現在行われている早期支援の課題の一つとし
て，子どもの支援ニーズについて把握するための共通す
る一定の尺度がなく，指導者の経験に頼る側面が大きい
一方で，経験年数や理解度，技能などの差異が大きい点
が挙げられる。それらの問題を解決する手立てとして，
今中ら（2016）7）は子どもが抱える困難性の客観的な把握
が期待されるツールであるSDQ（Strengths and Difficul-
ties Questionnaire）を挙げている。SDQとは，4歳か
ら16歳を対象にした行動スクリーニングのための質問紙
である（Goodman, 19971），Goodman, 20012））。11歳未満
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は保護者と教師・保育教諭によるチェックで判定し，5
つの下位尺度（行為面，情緒面，多動性，仲間関係，向
社会性）があり，それぞれの下位尺度の合計得点を算出
することで，その領域における支援の必要性を「Low
Need（ほとんどない）」，「Some Need（ややある）」，
「High Need（大いにある）」と判断できる。さらに，
「行為面，情緒面，多動性，仲間関係」の4つの下位尺
度の合計でTDS（Total Difficulties Score）を算出し，
全体的な支援の必要度を把握する。日本語版について
は，保護者評価での標準化（Matsuishi et al. 2008）9）や
保育教諭評価の採点基準の検討（西村・小泉 2010）11）が
行われており，就学前の「気になる子」の行動特徴を解
明するツールとして SDQ を利用した研究も進められて
お り（西 村・小 泉，201112）・玉 井 ら，201116）・今 中
ら，20136）），「気になる子」に対する保育教諭と保護者
の評価をSDQで比較した研究も行われている（大
神，201113））。
岩坂ら（2010）8）では，SDQを実施し，支援ニーズに
ついて検討した幼稚園，保育園在園児の約10％に発達面
の支援ニーズがあり，特に男児において多動や行動面，
さらに情緒面の問題を有することが多いことが報告され
ている。さらに4歳児よりむしろ5歳児になって行動面
の問題を生じる男児が少なからず存在することが示唆さ
れた。
支援ニーズが高い児童への支援に対する保護者の理解
という点では，慎重な対応を要する事例も多い。岩坂ら
（2010）8）は，4・5歳児を対象とした調査において，支
援ニーズの高い子どもに対する行動コンサルテーション
の推進を早期支援の課題として挙げている。具体的に
は，子どもの行動観察を通して教師に対するコンサル
テーションを行うことで，支援における技能向上とその
共有化が期待される。また，行動コンサルテーションを
通じてコンサルテーション会議の充実を図ると共に，保
護者に対するこども理解・支援方法の共有化を図り，支
援ニーズが高い児への支援が充実することが期待され
る。しかし，保育園全体を対象として行動観察を基にし
た相互コンサルテーションを主とした介入を行い，その
推移を具体的な指標により評価した研究は多くない。そ
のため本研究では，SDQや相互コンサルテーション等
を介入とした，保育園全体に対する研修プログラムの実
施が，児童のSDQの成績にどのような影響を与えるの
かを明らかにすることで，就学前の幼児への効果的な研
修プログラムの開発・発展に資する示唆を得ることを目
的とした。

Ⅱ．方 法

1．調査対象者

実験群としての調査対象は，北海道内のA園の年
中・年長児（63名），保育教諭（7名）であった。A園
は，幼保連携型のこども園として設置されており，各学
年2クラス編成であった。対照群は，北海道内のB幼稚
園の年中・年長児（99名）と保育教諭（6名），北海道
内のC幼稚園の年中児・年長児（37名）と保育教諭（2
名）であった。B幼稚園は，Aこども園と同様に学年2
クラス編成，C幼稚園は，学年1クラス編成であった。
本研究では研修プログラムの効果を検討するため，研修
方法の異なる2園を対照群として設定した。

2．調査計画

本研究では，SDQの評価にあたって，幼児の所属す
る認定子ども園，幼稚園の担当者に実施手続きについて
説明した上で依頼を行なった。第1回目のSDQの調査
を201X年5月頃，第2回目のSDQの調査を6ヶ月後の
201X＋1年1月頃に実施した。各園で幼児に日常的に
関わる担当保育教諭が各幼児についての評価を行なっ
た。また，幼児を担当する保育教諭を対象とした意識調
査を201X年6月に実施した。第一回目のSDQ実施の
後，実験群の担当保育教諭に対し，介入として子ども対
応に関する相互コンサルテーション等を実施した。実験
群のA園に対して実施した介入は以下の6点であっ
た。①年2回実施するSDQの6項目の観点を子ども理
解のツールとして用い，個別支援計画（月案検討）に反
映させる。②実験群の保育教諭に対して支援方法に関す
る相互コンサルテーション会議を定期的に実施し，個々
の支援ニーズの高い児に対する具体的な支援方法を相互
に出し合う。③支援方法の中に，愛着形成や行動分析の
視点を取り入れ，支援ニーズの高い児と保育教諭との愛
着を形成しながら具体的に行動の修正を図る視点で意見
を出し合う④支援を実施する中で，対象児が通所するこ
ども発達相談センターの担当者と保育教諭が連携し，共
通目標・共通方法に基づく支援を行う。⑤保育教諭が保
護者と情報共有を行うだけでなく，事例に応じてこども
発達センターへ積極的につなぐよう保護者に働きかけ，
特に要支援が高い支援児に対してフォローアップを行
う。⑥会議資料作成の形式にPDCAサイクルを取り入
れ，支援児が所属する集団の成長の視点からも支援を検
討する。
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3．SDQの項目とSDQ得点の評価

SDQは，保育者や保護者が短時間でチェックするこ
とができる得点によって，「Low Need：ほとんどな
い」「Some Need：ややある」「High Need：おおいにあ
る」の3つに分類する。質問項目は5つの下位尺度項目
（行為面，多動・不注意，情緒面，仲間関係，向社会
性）から構成されている（Table1）。さらに「多動
性，情緒面，行為面，仲間関係」の4つの下位尺度の合
計で TDS（Total Difficulties Score）を算出し，全体的
な支援の必要度を把握するという構造である（Table
2）。全ての項目について「あてはまる」「まああてはま
る」「あてはまらない」の3段階で評価し，各項目につ
いて0，1，2点を配点する。Table2はSDQスコアの
評価表である。またSDQには，子どもの困難さのみで
なく，強みも評価できる特徴がある。最終的には下位尺

度ごとの合計得点（10点）と1から4の下位尺度の合計
得点（TDS（40点））によって，全体的な支援の必要性
を判断する。向社会性は逆転項目となり，得点が低い方
が支援の必要性（High Need）があるとされている。

4．相互コンサルテーション会議

実験群では，それぞれの年中，年長児の学年ごとに月
に1回，園内で相互コンサルテーション会議を実施し
た。この会議では，チーム援助の考え方を下に，お互い
がコンサルティとコンサルタントになる相互コンサル
テーションを取り入れ，下学年から引き継いだ幼児の援
助の情報，行動観察から得られた支援ニーズの高い幼児
の支援方法などについて意見を出し合い，自分ができる
具体的な援助方法を決定することに主眼をおいた。ま
た，保護者との面談においては，保護者を幼児の援助者
として位置づけて援助方法の共有化を図る。保護者への

Table 2 SDQの評価票

SDQの番号 Low Need Some Need High Need
⑴ 行為 5，7，12，18，22 0－2 3 4－10
⑵ 多動 2，10，15，21，25 0－5 6 7－10
⑶ 情緒 3，8，13，16，24 0－3 4 5－10
⑷ 仲間関係 6，11，14，19，23 0－2 3 4－10
⑸ 向社会性 1，4，9，17，20 6－10 5 0－4
Total Difficulties Score（⑴－⑷の合計） 0－13 14－16 17－40

Table1 SDQの質問項目
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具体的な支援方法の伝え方についても，保護者の感情に
寄り添うこととした。それぞれの相互コンサルテーショ
ンを通した援助法と幼児の変容については，個別支援計
画に記入した。更に，支援ニーズの高い幼児に対して
は，フォローアップとして介入し，新たに支援ニーズが
高まった幼児に対しては，発達相談センター指導員を含
めた個別のコンサルテーション会議を実施し，課題の解
決を図った。更に随時，支援方法の共有化も図った。

5．保育教諭が幼児に行う具体的な支援方法について

幼児に対して行う具体的な支援方法として⑴保育教諭
への愛着形成，⑵場面の構造化，⑶行動分析を援助方法
に取り入れる，⑷さりげない行動評価，⑸環境への働き
かけを主な支援の視点として位置づけた。⑴の愛着形成
の方法として，幼児の不安感に寄り添い気持ちを受け入
れる支援（スキンシップ含む）や，米澤（2011）15）が提
唱している「愛情の器」モデルによる支援第1フェーズ
「①愛情の器づくりの意識，②気持ちの受け止め方支
援，③振り返り支援，④キーパーソン決定と役割分担に
よるわかりやすい支援」，第2フェーズ「①主導権を
キーパーソンが握る，②働きかけによる応答学習強化，
③気持ちの変化意識支援」を支援の方法として取り入れ
た。⑵の場面の構造化においては，活動の流れを絵カー
ドと言葉で事前に示す。⑶については行動分析を取り入
れた支援として，行動分析後の即時報酬やタイムアウト
の与え方，先行刺激の与え方などを検討した。⑷さりげ
ない行動評価については，望ましい行動を言葉で伝える
よう努めた。⑸環境への働きかけとしては，学級の子に
協力してもらうなど支援方法を工夫して行った。

6．分析方法

介入効果を調べるためSDQを評価尺度として用い，
保育教諭が記入したSDQの各項目とTDS（合計点）に
ついて平均TDSと各下位項目の平均値とSDを算出した
上で（小数第二位を四捨五入），ANOVA4を用いた2
要因【介入の有無（実験群・対照群）×年齢（年中・年
長）】の分散分析を行った。また，SDQの得点に変化に
ついて起点月と6ヶ月後の変化の差を算出した上で
Spieler， Balota， and Faust（1996）15）を参考に【（5月
の得点-11月の得点）／11月の得点】を行い，効果率を
算出した。各児童から得られた効果率についてANOVA
4を用いた2要因【介入の有無（実験群・対照群）×年
齢（年中・年長）】の分散分析を行った。それぞれ，主
効果が有意な場合の多重比較としてRyan法を用いた。
また，2回のSDQ調査に合わせて児童を担当する保育
教諭の意識調査及び実験群・対照群の副園長に半構造化
面接を行い，介入効果について検討した。個別の対象に

ついても事例的に生活面での変化及びSDQの変化につ
いて記述統計により分析を行った。

Ⅲ．結 果

1．実験群と対照群におけるSDQの比較

実験群のSDQの平均TDSは5月で年長13．4（SD＝
4．7），年中13．7（SD＝4．8）であり，対照群の幼児の平
均TDSは5月で年中18．1（SD＝4．6），年長17．2（SD＝
4．8）であり，実験群のTDSが低かった（p＜0．05）。ま
た，実験群の幼児の平均TDSは介入後で年中11．5（SD
＝3．1），年長11．7（SD＝3．4）であり，対照群の幼児の
平均TDSは6ヶ月後で年中17．1（SD＝5．8），年長15．5
（SD＝4．9）であった。全ての群でTDSは減少してい
た（Fig．1）。それぞれの平均TDSについて，効果率を
算出したところ，実験群の年中20％（SD＝43．2），年長
17．3％（SD＝29．5）であり，対照群では年中17．3％（SD
＝49．4），年長16．7％（SD＝32．9）であった。対照群と
比較して実験群の年中のTDSの減少が最も大きかった
が，有意な差は認められなかった。
SDQの5つの下位尺度（行為面，多動・不注意，情
緒面，仲間関係，向社会性）について，実験群・対照群
ともに，多動・不注意，仲間関係，向社会性で平均得点
に時期により差が認められ（p＜0．05），5月からの6
ヶ月間での平均得点における変化が，逆転項目となって
いる向社会性で上昇したが，それ以外の項目においては
全て平均得点が下降していた。それぞれの下位尺度につ
いて効果率を算出して比較したところ，年中では，96％
で多動の効果率が最も大きく減少しており，年長では
140％と行為面の減少が最も大きいという結果であっ
た。また，対照群の幼児では5月からの6ヶ月間での変
化について効果率を算出して比較したところ，年中41％
と行為面の減少が最も大きく，年長では情緒面の減少
94％と最も大きい結果であった。

Fig．1 実験群と対照群の年中・年長のTDS得点の変化
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2 実験群と対照群における保育教諭を対象とした意
識調査

2回のSDQ調査の実施に合わせて担当保育教諭【実
験群（n＝7），対照群（n＝8）】の意識調査を実施し
た。本調査では，「あてはまらない」を2点，「まああて
はまる」を1点，「あてはまる」を0点として集計して
いる。対照群では5月と11月の2回の実施で得点の変化
は認められなかったが，実験群では5月と11月の2回の
実施で質問項目10【「気になる子」の保護者に相談し
て，関係機関につなげる。】において実験群における数
値が減少していた（Table3）。

3．半構造化面接において抽出したカテゴリー間の分析

実験群であるA園のコンサルテーション会議の方法
や内容，保育教諭が行う具体的な援助方法を基に，調査
項目についてカテゴリー化を行った。そのカテゴリーご
との質問を作成し，実験群，対象群の所属する3園を対
象に半構造化面接を実施した。その後，メモと録音を基

に逐語録を作成し，カテゴリーに当てはめた（Table
4）。本研究ではB園とC園を対照群としているが，コ
ンサルテーション会議の方法や内容が一部異なっていた
ため，B園，C園の副園長，主任から聞き取った内容を
別に記載した。また，面接の質問項目では。保護者と関
係機関の連携の視点を入れた。3園の結果を比較する
と，3園ともほぼ同じような支援が行われているが，
「1．支援ニーズの変容を促す会議」「3．多様な支援
方法」の項目で違いが見られた。特に「1」の項目にお
いて，A園は月一回の会議を学年毎に設けP（計画）-D
（実行）-C（評価）-A（改善）サイクルの下実施されて
おり，B園は，毎日30分から40分程度，ミーティングに
おいて支援児の援助について口頭で協議していた。C園
は，支援児の検討会議がA園と比較して少なく，園独
自の会議が年2回，センターとの会議が年長で1回，年
中，年少で1回実施されていた。また，「3」の項目に
おいて，A園においては，理論に基づいた支援が多岐に
わたり，支援児の状態に応じた支援がなされていること
が伺えた。

Table3 実験群と対照群の保育者の支援に関する意識調査の結果

実験群（N＝7） 対照群（N＝8）
1 子どもの様子から、「気になる子」に気づくことがよくある。 1 （6→5） 0 （0→0）
2 目立たないが、困り感のある「気になる子」に気づくことがよくある。 0 （5→5） 0 （5→5）
3 「気になる子」を見つけた場合、どんな特性があるかよく観察する。 －1 （2→3） 0 （4→4）
4 「気になる子」を見つける方法を複数もっている。 0 （11→11） 0 （9→9）
5 「気になる子」に対して目標をもって支援する。 0 （2→2） 0 （5→5）
6 「気になる子」に対してその子に合った支援を行う。 0 （3→3） 0 （7→7）
7 「気になる子」の就学後の不適応を予測して支援を行う。 －1 （6→7） 0 （8→8）
8 「気になる子」の支援方法について教諭同士でよく相談する。 1 （2→1） 0 （3→3）
9 「気になる子」を見つけたときに、保護者と継続的に相談する。 －1 （2→3） 0 （7→7）
10 「気になる子」の保護者に相談して、関係機関につなげる。 3 （8→5） 0 （9→9）

Table4 面接法において抽出したカテゴリー間の分析
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4．SDQにおいて多動・不注意の項目得点が要支援
の幼児に対する保育教諭の援助

SDQにおいて多動・不注意の項目得点が要支援の幼
児（以下，K児）に対する保育教諭の具体的な援助方法
をFig．2に示した。「愛着の器」モデルによる支援及
び，行動的なアセスメントを行ったところ，K児は，多
動・衝動傾向が強く，集団での活動の時に頻繁に，離席
行動を起こしていた。そこで，K児の担当である保育教
諭に対して，個別のコンサルテーションを行い，本児の
離席となる直前の行動を共に観察した。K児は，活動に
飽きてくると，席を離れて教室を動き回り，他児の邪魔
をする等の行動が見られた。また，活動に飽きる時に自
己刺激行動として身体が動き，顔を動かすことが認めら
れた。そこで，タイムアウトを取り入れ，離席すると廊
下に連れ出し，椅子に座らせ，保育教諭から廊下に出さ
れて椅子に座らせた理由について話した。また，落ち着
いたら褒めて席に戻り，保育教諭が支援児に「他児の邪
魔をしないKが好きだし，先生は嬉しい」というIメッ
セージを伝えるなどの報酬を与えた。実際に保育教諭自
身が実施できるように助言・指導を行うことで，SDQ
における困難さ得点の減少が認められただけでなく，対
応する保育教諭からも困難さが低減したエピソードが得
られた。

Ⅳ 考 察

本研究の目的は，保育園全体を対象として相互コンサ
ルテーション等を主とした研修を介入として行い，その
効果について，子どもの抱える困難性を客観的な指標で
あるSDQや保育教諭へのインタビュー等を通して検討
することであった。本研究の結果，実験群では，SDQ
を月ごとの支援計画（月案）に反映させることで，支援
ニーズの高い幼児の全体像を明らかにしていた。SDQ
の実施は，保育教諭自身の支援児の見方の広がりにも寄
与していたと考えられる。また，保育教諭にとって特に
大変な子どもという捉えがなくても，相互コンサルテー

ション等を通して，関わりについてのアイディアを共有
し，具体的な支援を進めたことにより，子どもの客観的
な指標であるSDQ得点が変化したと考えられ，本研究
で実施した研修プログラムの効果が示されたといえる。
SDQに関して，実験群と対照群のTDSを比較したと
ころ，起点月の実験群のTDSが対照群よりも低いとい
う結果であった。日常的な園での支援などの影響が考え
られるため，どのような影響によるものかさらに詳細の
検討が必要といえる。副園長等を対象としたインタ
ビューからも，対照群の保育教諭を対象とした研修など
は実施されており，児童のTDS等の減少が認められ
た。ただ一方，実験群は介入前から対象群と比べ，平均
TDSが低かったにも関わらず，介入後の減少割合が大
きい。これらの結果については，本研究における相互コ
ンサルテーションを基にした研修の効果が影響したと考
えられる。今後は，複数行った介入をどのような順序・
手続きで実施することで効果を高めることができるか検
討する必要があるといえる。また，起点月と6ヶ月後の
変化を効果率により検討したところ，実験群の幼児で
は，年中では，95％で多動・不注意の効果率が最も大き
く減少しており，年長では140％と行為面の減少が最も
大きいという結果であった。また，対照群の幼児では，
年中41％と行為面の減少が最も大きく，年長では不注意
の減少94％と最も大きい結果であった。実験群のTDS
の減少が対照群よりも大きかったのは，相互コンサル
テーション等を主とした研修の効果と考えられるが，実
験群と対照群で異なる下位項目に関して変容していたた
め，詳細について検討する必要がある。また，対象とし
た園が少ないという点が本研究の課題となっており，今
回のプログラムにおける影響についても，さらに対象を
増やした上で検討を行う必要があるといえる。
実験群と対照群における保育教諭の意識について明ら
かにするため，2回のSDQ調査の実施に合わせて担当保
育教諭を対象に意識調査を実施したところ，【「気になる
子」の保護者に相談して，関係機関につなげる。】とい
う項目において実験群における数値が変容しており，保
育教諭の意識が変化していることが伺えた。実験群・対
照群共に，それぞれの保育教諭が子ども理解や保護者や
関係諸機関との連携を重視して，支援を行っていたこと
がインタビューのエピソードにより示されたが，実験群
においては，こども発達相談センターに繋ぐという保育
教諭の意識の変容が見られた。この結果は，それぞれの
立場が違う専門家同士の連携した支援が効果的であると
いう点に関連して，保育教諭の気づきを示しているとい
える。
また，実験群・対照群の副園長，主任に半構造化面接
を実施した結果を比較すると，ほぼ同じような支援が行

Fig．2 多動・不注意の項目得点が要支援の幼児に対する保育
教諭の援助
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われている点がある一方で，【支援ニーズの変容を促す
会議】【多様な支援方法】の項目で違いが見られた。特
に【支援ニーズの変容を促す会議】の項目において，実
験群においては月一回の会議を学年毎に設け，P（計
画）-D（実行）-C（評価）-A（改善）サイクルの下実施さ
れており，園全体で児童を支援する体制が広がっている
ことが伺えた。また，各園のコンサルテーション会議の
分析結果から，3園の差は会議の頻度ではなく，会議の
目的の違いによって生じており，それがTDS得点に影
響していたと考えられる。具体的には，実験群において
は，1ヶ月の期間で支援児の様子を計画的に追跡し，そ
の変容と次の課題を文書化することに加え，相互コンサ
ルテーションの中で，支援児の変容を確認すると共に，
次への課題について，学年の出席者の中でお互いに助言
を出し合っていた。また，次の月の会議までに課題が解
決できない場合は，園長・副園長に相談し，支援担当と
共に該当児の観察を行い，新たな解決方法を支援担当と
検討し，次の1ヶ月後の会議において確認していた。ま
た，センター職員とのカンファレンスを随時に行う保育
教諭も現れた。これらの変化は，実際に具体的な指標に
より児童の困難さを共有することができたこと及び，相
互コンサルテーションなどの影響であると考えられる。
子どもの支援を行う際には，担当者が中心となり子ど
もの対応を行うことが多いが，児童の困難さを周囲の人
間が理解した上で，適切な対応を行うことは子どもに
とって大きなメリットとなる。得意・不得意な点を含
め，これら子どもの情報を共有し，必要に応じて外部の
力を借りながら支援を行うことが保護者の理解及び，保
育教諭の意識にも変化を及ぼす可能性がある。今回，保
育教諭の支援に対する保護者の意識等についてはエピ
ソードを中心としたものしかないが，今後さらに検討を
進める必要があるといえる。
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The study of training program which promotes early
support in Preschool

Masayuki ISHIZUKA，Shinya KARINO

Abstract

In this study, we examined the influence of training program including mutual consultation etc. at the early-child-
hood-education institution by changing the SDQ score and interviewing the child minder. The subjects were 199
children and 15 child minders who attended the accredited children’s garden, 63 children and 7 nursery teachers in
the experiment group, 136 children as the control group, and 8 nursery teachers. In the study, the first SDQ was
performed for all the target children, and then an early support program including mutual consultation was imple-
mented only for the child minders of the experimental group. As a result, SDQ in children in the experimental
group had reduced difficulty scores. Same result was also observed in the interview with the child minder. Finally,
we suggested that our training program give opportunity to consult and cooperate with parents, not only reducing
the difficulty of children.

Key words : developmental disabilities, Strengths and Difficulties Questionnaire, early support, infant,
child development consultation center, training program
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